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（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期 32,700 21.9 3,356 171.9 3,251 251.0 2,602 ―
24年12月期 26,829 △1.6 1,234 ― 926 ― 120 ―

(注) 包括利益 25年12月期 7,410 百万円(256.9％) 24年12月期 2,076 百万円( ―％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年12月期 24.38 22.76 13.4 7.6 10.3

24年12月期 1.16 1.10 0.9 2.7 4.6

(参考) 持分法投資損益 25年12月期 53百万円 24年12月期 30百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期 49,265 23,224 46.7 215.57
24年12月期 36,095 16,530 43.9 148.29

(参考) 自己資本 25年12月期 23,010百万円 24年12月期 15,832百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年12月期 3,516 △6,820 4,547 10,632

24年12月期 1,937 △2,483 1,485 8,127

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年12月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年12月期 ― ― ― 3.00 3.00 320 12.3 1.6

26年12月期(予想) ― ― ― 3.00 3.00 13.3

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 15,800 1.7 1,100 △26.1 900 △34.7 600 △49.6 5.62

通 期 34,000 4.0 3,500 4.3 3,200 △1.6 2,400 △7.8 22.48



※ 注記事項

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（３）発行済株式数（普通株式）

(参考) 個別業績の概要

１．平成25年12月期の個別業績（平成25年1月1日～平成25年12月31日）

（２）個別財政状態

２．平成26年12月期の個別業績予想（平成26年1月1日～平成26年12月31日）

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１.経営成績・財政状態

に関する分析 (１)経営成績に関する分析」をご覧ください。

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

(注)詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年12月期 108,122,646 株 24年12月期 108,122,646 株

② 期末自己株式数 25年12月期 1,380,575 株 24年12月期 1,357,165 株

③ 期中平均株式数 25年12月期 106,755,736 株 24年12月期 104,123,637 株

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期 31,703 46.0 1,843 700.8 1,776 496.6 2,107 ―

24年12月期 21,713 10.1 230 ― 297 ― △237 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

25年12月期 19.74 18.44

24年12月期 △2.28 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期 47,061 23,803 50.6 223.00

24年12月期 36,885 20,675 56.1 193.65

(参考) 自己資本 25年12月期 23,803百万円 24年12月期 20,675百万円

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 14,700 △4.7 400 △58.2 600 △36.3 500 △46.5 4.68
通 期 30,900 △2.5 1,900 3.1 2,100 18.2 1,900 △9.9 17.80
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度の事業環境は、米国では住宅関連、個人消費など回復傾向が見られる一方で失業率の高止まりが続

き、欧州では金融緩和の効果が出始め景気の回復傾向にありましたが、緩慢な状況が続きました。中国においても景

気の改善傾向が見られましたが、成長の鈍化傾向が続きました。日本では活発な個人消費や円安進行により成長率は

プラスを維持致しました。

当グループの属する電子機器市場においては、スマートフォン・タブレット市場が堅調に推移し、自動車市場にお

いても、米国や中国での販売も好調であり、全体的には好調に推移しましたが、デジタルスチルカメラやゲーム機

器、ノートパソコン等については、スマートフォンの普及に伴う市場浸食が続き、需要の低迷が続きました。

このような状況の中、当社はスマートフォン、タブレット向けのメタルアロイ®パワーインダクタDFECシリーズの

拡大に注力して参りました。また車載機器市場向けにLF送信アンテナモジュールやLF受信アンテナコイル等の商品を

戦略商品と位置付け、積極的な拡販活動を展開しました。売上高はこれら戦略商品の売上が大幅に拡大したことと為

替影響もあり、前年同期比21.9％増の32,700百万円となりました。

（注）メタルアロイは東光株式会社の登録商標です。

営業利益は、低収益商品の縮小を図る一方、戦略商品の売上拡大と自動化による大幅な生産性改善を進めた結果、

3,356百万円(前年同期は1,234百万円)となりました。

経常利益は為替差益、シンジケートローン手数料の計上等があり、3,251百万円(前年同期は926百万円)となりまし

た。

当期純利益は繰延税金資産の計上、減損損失の計上等により、2,602百万円(前年同期は120百万円)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

１．コイル応用商品部門

インダクタ、フィルタ等で構成されており、主として無線通信機器市場、車載機器市場、情報通信機器市場、AV機

器市場に使用されています。ノートパソコン市場やテレビ、ゲーム機等のAV機器市場向けは伸び悩みましたが、スマ

ートフォンの台数増加や高機能化及びハードディスク向けに戦略商品のメタルアロイ®パワーインダクタDFECシリー

ズの売上が大幅に拡大しました。またTPMS(Tire Pressure Monitoring System)及びキーレスエントリー向けのLF受

信アンテナコイルが増加したことや、為替影響等により、売上高は前年同期比28.4％増の28,454百万円となりまし

た。営業利益は、前年同期比2,016百万円増益の3,195百万円となりました。

２．モジュール商品部門

LF送信アンテナモジュール、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等で構成されており、

主として車載機器市場及び無線通信機器市場に使用されております。TPMS用LF送信アンテナモジュールは増加しまし

たが、衛星デジタルラジオ用チューナーモジュールが減少し、売上高は前年同期比10.7％減の1,704百万円となりま

した。営業利益は、前年同期比111百万円悪化の235百万円の損失となりました。

３．固体商品部門

積層チップインダクタ、誘電体フィルタ、圧電セラミックス等で構成されており、主として無線通信機器市場及び

車載機器市場に使用されています。データ通信基地局向けに誘電体フィルタが増加しましたが、積層インダクタが減

少し、更に圧電商品の終息により、売上高は前年同期比8.2％減の2,542百万円となりましたが、事業構造改革を進め

た結果、営業利益は前年同期比216百万円増益の396百万円となりました。

東光株式会社（6801）平成25年12月期　決算短信

- 2 -



（次期の見通し）

世界経済の成長率は、米国において財政政策をめぐる不透明感が依然として景気抑制に作用するものの、バランス

シート調整の進展や雇用及び住宅市場の持ち直しを背景とした個人消費の緩やかな回復が継続すると予想されていま

す。一方、中国ではバランスシート調整圧力が重荷となり、投資を中心に緩やかな減速が見込まれ、欧州においても

南欧諸国での内需低迷が景気下押しに作用することから、当面低成長が続く見通しと考えられています。

国内は、消費税率引き上げによる反動減が景気下押しに作用するものの、年後半からは、経済政策による下支え及

び堅調な米国景気や金融緩和などを通じた円安による輸出環境の改善を背景に景気は緩やかな回復軌道に戻ると予想

されます。

このような環境の中、当グループは中期計画最終年度目標の達成を確実なものとするため、協業による収益拡大を

図ると共に、時代を先取りした製品開発を推進し、引き続き戦略商品に対する積極的な経営資源の投入を実行してま

いります。また、既存商品については、徹底的な原価低減等により、収益の改善に注力してまいります。

現時点での通期の業績予想は以下の通りです。

平成26年12月期 単位：百万円

前提となる対米ドル為替レートは95円としております。

なお、業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。

（２）財政状態に関する分析

①資産、負債、純資産の状況

（資産）

総資産は、戦略商品への増産投資による固定資産の増加、たな卸資産の増加等により、前連結会計年度末比13,169

百万円増加し、49,265百万円となりました。

（負債）

負債は、新規借入による借入金の増加、仕入債務の増加等により、前連結会計年度末比6,475百万円増加し、26,041

百万円となりました。

（純資産）

純資産は、当期純利益の計上、為替換算調整等により、前連結会計年度末比6,693百万円増加し、23,224百万円とな

りました。

連結 個別

第２四半期
累計期間

通期
第２四半期
累計期間

通期

売上高 15,800 34,000 14,700 30,900

営業利益 1,100 3,500 400 1,900

経常利益 900 3,200 600 2,100

当期純利益 600 2,400 500 1,900

東光株式会社（6801）平成25年12月期　決算短信

- 3 -



②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、海外事業所の為替換算差額、子会社新規連結による現金及び現

金同等物増加高を含め、前連結会計年度末と比べ2,505百万円増加し、10,632百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、主なキャッシュ・イン要因としまして、税金等調整前当期純利益2,914百万

円、減価償却費1,925百万円となりました。一方、主なキャッシュ・アウト要因としまして、たな卸資産の増加662百

万円、法人税等の支払額283百万円となりました。以上の結果、3,516百万円のキャッシュ・イン(前年同期は1,937百

万円のキャッシュ・イン)となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、主なキャッシュ・イン要因としまして、有形固定資産の売却による収入104

百万円、投資有価証券の売却による収入96百万円となりました。一方、主なキャッシュ・アウト要因としまして、有

形固定資産の取得による支出5,989百万円、子会社株式の増加919百万円となりました。以上の結果、6,820百万円のキ

ャッシュ・アウト(前年同期は2,483百万円のキャッシュ・アウト)となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、主なキャッシュ・イン要因としまして、長期借入れによる収入8,000百万円

となりました。一方、主なキャッシュ・アウト要因としまして、短期借入金の純減少額2,167百万円、長期借入金の返

済による支出686百万円となりました。以上の結果、4,547百万円のキャッシュ・イン(前年同期は1,485百万円のキャ

ッシュ・イン)となりました。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、利益配分につきまして、株主の皆様に対する利益還元を経営上重要な施策の一つと位置づけており、剰余

金の配当につきましては、連結業績を勘案し、企業体質の強化と収益力確保のため、内部留保の充実に努めつつ、安

定的な配当を継続して行う事を基本方針としております。

当期の配当につきましては、通期業績や事業環境等を総合的に勘案した結果、期末配当を１株当たり3円といたしま

した。

次期の配当につきましては、平成26年12月期通期業績予想や事業環境等を総合的に勘案し、期末配当を１株当たり3

円と予定しております。なお、この１株当たり配当金につきましては、現時点での事業環境及び次期の業績見通しに

よるものであります。

（４）事業等のリスク

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下

のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものであります。

①経済状況の変化

当グループの事業活動は国内、欧米、及びアジア諸国に亘っており、平成25年12月期における連結売上高の海外売

上高比率は85.4％となっております。そのため、各市場における景気の悪化や、それに伴う需要の低下は当グループ

の業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。

②消費動向の変化

当グループは主にＡＶ、車載電装、無線通信、情報、産業分野向けの電子部品を電気機器メーカーに納入しており

ます。そのため、デジタル家電やPC、携帯電話等の消費動向に大きく左右される傾向にあり、これらの消費動向に変

化を与える事象の発生は当グループの業績と財務状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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③為替変動の影響

当グループの輸出入取引は主に米ドルにて行われております。そのため、事前に予想される為替変動リスクについ

ては為替予約によりヘッジをしております。しかしながらこれは全ての為替リスクを回避するものではありません。

また、当グループの海外における売上、費用、資産等は現地通貨のため当社作成の連結財務諸表は為替変動による影

響を受けます。

④新商品開発

当グループが属する電子業界は、技術革新により市場環境が常に変化しております。当グループでは、経営資源を

「電源系」と「高周波信号系」の研究開発に集中し、AV、車載電装、無線通信、情報、産業分野向けに競争力のある

新商品を継続して創出することを目指しております。しかし、顧客ニーズに対応した新商品の開発が遅れたり、継続

して創出できなかった場合には、今後の成長と収益性に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑤価格競争の激化による影響

電子業界における価格競争は激しく、市場における販売価格は下落の傾向にあります。生産革新や販売・管理機能

の効率化によるコストの低減に努めておりますが、競合製品の出現や景気の後退により需要が減少した場合には予想

を超える価格の下落が起き、業績と財務状況に悪影響を与える可能性があります。

⑥海外生産における潜在リスク

当グループの主力商品であるコイル応用商品、モジュール商品及び固体商品は中国及び東南アジア諸国における生

産比率が非常に高くなっております。そのため、生産地国における政治・法制度の変化や経済状況の悪化、または労

働力不足やストライキの発生などといった様々なリスクが内在しております。

⑦天災・紛争等のリスク

大地震等の災害や紛争・内乱、または疫病等により社会的混乱が発生した場合には生産・販売が滞り、当グループ

の業績・財務状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑧原材料等の調達に係るリスク

当グループで生産している製品の原材料は主に外部より購入しております。その一部については代替できない原材

料も存在しております。また、一部の原材料価格は、国際市況に連動していることから、市況の変化に伴い原材料供

給の悪化や、原材料価格の高騰が想定されます。

当グループでは適時適量の原材料在庫を保有しておりますが、急激な市況の変化により当グループの生産やコスト

に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑨製品の品質に関するリスク

当グループは、国内外生産拠点において、品質管理基準(ISO9001)や厳しい品質管理基準に基づき、多様な製品を製

造しております。しかしながら、全ての製品について予想し得ない欠陥や、それに起因する製品クレームが発生する

可能性が存在しております。

大規模な製品クレームや重大な製品の欠陥が生じた場合、顧客企業への補償費用の発生に加え、市場における企業

ブランドが低下することなどにより、当グループの業績・財務状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑩財務制限条項等

当グループは、金融機関と相対方式、シンジケーション方式による金銭消費貸借契約を締結しており、これらの契

約の一部及び転換社債型新株予約権付社債には当該契約締結日以降の各年度の決算期末において、連結の貸借対照表

における純資産の部の金額、連結の損益計算書における損益の金額について、それぞれ一定の数値以上の維持等の財

務制限条項が取り決められております。不測の事象によりこれらの条項に抵触した場合には、借入金及び転換社債型

新株予約権付社債の期限前返済義務を負うことがあり、当グループの財務状態に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当グループは、当社と子会社及び関連会社の全２４社で構成され、コイル応用商品、モジュール商品、固体商品の製

造販売を主な事業の内容としております。

なお、第１四半期において東光クイック株式会社が清算結了し、第３四半期において北上科技（珠海）有限公司が新

たに提出会社の子会社となりました。

当グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次の通りであります。なお、セグメントと同一の区

分であります。

・コイル応用商品部門

インダクタ、フィルタ等の製造販売をしております。

(主な関係会社)

当社、東光電子製造廠有限公司、華成電子股份有限公司

・モジュール商品部門

LF送信アンテナモジュール、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等の

製造販売をしております。

(主な関係会社)

当社、昇龍東光科技(深圳)有限公司、東光電子製造廠有限公司

・固体商品部門

積層チップインダクタ、誘電体フィルタ、圧電セラミックス等の製造販売をしております。

(主な関係会社)

当社、汕頭華鉅科技有限公司、TOKO ELECTRONIC (SARAWAK) SDN. BHD.
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事業の系統図は次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当グループは、独創的な技術と時代を先取りした製品開発により、多様化するニーズに最適な商品を提供し、社会に

貢献することを経営の基本としております。

また、自動化による更なる生産性向上と工場再編及びサプライチェーンマネジメントの見直し等による徹底したコス

ト削減を確実に実行してまいります。

一方で、安定的な成長が見込める市場に対し、時代を先取りした商品開発を推進するとともに、徹底した拡販活動を

実行し収益の拡大を図ってまいります。更に、既存商品の維持拡大及び収益性の厳しい商品については原価低減等によ

る確実な収益改善を実行してまいります。また、協業による収益の拡大を図ってまいります。

（２）中長期的な会社の経営戦略

１．環境に柔軟に対応出来る強い利益体質を実現する

①新商品の開発と販売拡大及び既存商品の販売維持による収益拡大

②車載品質の確立と車載市場への積極拡販

③限界利益率向上と固定費削減による損益分岐点の引下げ

④中長期の業容拡大に向けた新事業の開拓・新市場への参入

⑤人材の育成

⑥財務体質の強化

⑦事務生産性の向上

２．公正で透明な経営を基本に、情報の共有化・見える化を推進する

①CSR活動への取り組みを基礎に、社会と調和する良識を持った事業活動を行い、社会とともに継続的な発展を目指

す

②情報の共有化・見える化の推進

３．技術を重視し、「技術の東光」を深化する

①技術の東光らしいものづくりと提案型ビジネスの実践

②コア技術の深耕により、差別化した新商品を継続して創出する

（３）会社の対処すべき課題

中長期的に企業が成長し、収益体質を確立するためには基本的に以下の内容を踏まえた経営が求められます。

１．最終需要の質の変化

・最終製品の低価格化および数量ベースの需要拡大への対応

２．アジア企業との競合

・アジア勢に対する競争優位性を維持

３．利益率改善

・限界利益率の上昇に結びつくコストダウンの実施と適正価格での販売

４．内部統制

・コンプライアンスの徹底と内部統制の更なる強化を行い、企業の社会的責任を果たす
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,192 10,662

受取手形及び売掛金 6,826 7,422

商品及び製品 3,002 4,395

仕掛品 266 427

原材料及び貯蔵品 1,883 1,920

繰延税金資産 55 316

その他 1,201 1,410

貸倒引当金 △41 △28

流動資産合計 21,387 26,527

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,650 11,113

機械装置及び運搬具 23,466 32,427

工具、器具及び備品 5,365 5,520

土地 1,101 1,149

リース資産 420 417

建設仮勘定 230 824

減価償却累計額及び減損損失累計額 △28,526 △32,412

有形固定資産合計 12,708 19,040

無形固定資産 201 361

投資その他の資産

投資有価証券 1,183 2,504

繰延税金資産 45 138

その他 578 705

貸倒引当金 △9 △11

投資その他の資産合計 1,798 3,336

固定資産合計 14,708 22,737

資産合計 36,095 49,265
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,645 3,166

短期借入金 6,472 5,781

リース債務 81 85

未払法人税等 127 419

繰延税金負債 3 24

賞与引当金 324 451

事業譲渡損失引当金 288 288

設備関係未払金 415 517

その他 1,844 2,044

流動負債合計 12,204 12,780

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 1,500 1,500

長期借入金 2,034 8,064

リース債務 207 126

繰延税金負債 383 755

退職給付引当金 2,296 2,183

役員退職慰労引当金 25 26

長期設備関係未払金 907 588

その他 7 16

固定負債合計 7,361 13,260

負債合計 19,565 26,041

純資産の部

株主資本

資本金 17,446 17,446

資本剰余金 3,803 3,803

利益剰余金 △293 2,309

自己株式 △453 △460

株主資本合計 20,502 23,097

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 116 1,144

為替換算調整勘定 △4,786 △1,231

その他の包括利益累計額合計 △4,670 △87

少数株主持分 697 213

純資産合計 16,530 23,224

負債純資産合計 36,095 49,265
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

売上高 26,829 32,700

売上原価 19,648 22,419

売上総利益 7,181 10,281

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 2,223 2,740

賞与引当金繰入額 223 399

退職給付引当金繰入額 267 166

研究開発費 817 813

役員退職慰労引当金繰入額 3 4

その他 2,411 2,800

販売費及び一般管理費合計 5,946 6,924

営業利益 1,234 3,356

営業外収益

受取利息 20 24

受取配当金 22 27

持分法による投資利益 30 53

為替差益 - 67

助成金収入 49 12

その他 43 67

営業外収益合計 167 252

営業外費用

支払利息 218 209

為替差損 41 -

新株発行費償却 54 -

社債発行費償却 51 -

支払補償費 56 25

シンジケートローン手数料 - 59

その他 53 63

営業外費用合計 475 358

経常利益 926 3,251
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 28 59

投資有価証券売却益 70 53

子会社清算益 - 9

事業譲渡益 10 -

特別利益合計 109 122

特別損失

固定資産処分損 36 -

投資有価証券売却損 4 -

投資有価証券評価損 43 -

特別退職金 575 -

減損損失 52 458

特別損失合計 712 458

税金等調整前当期純利益 323 2,914

法人税、住民税及び事業税 158 507

法人税等調整額 20 △327

法人税等合計 179 180

少数株主損益調整前当期純利益 143 2,734

少数株主利益 22 131

当期純利益 120 2,602
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 143 2,734

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 96 1,028

為替換算調整勘定 1,828 3,632

持分法適用会社に対する持分相当額 8 14

その他の包括利益合計 1,933 4,675

包括利益 2,076 7,410

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,967 7,174

少数株主に係る包括利益 108 235
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 16,446 5,604 △3,207 △451 18,392

当期変動額

新株の発行 999 999 1,999

当期純利益 120 120

欠損填補 △2,801 2,801 ―

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

連結範囲の変動 △8 △8

当期変動額合計 999 △1,801 2,913 △1 2,110

当期末残高 17,446 3,803 △293 △453 20,502

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 19 △6,536 △6,517 604 12,480

当期変動額

新株の発行 1,999

当期純利益 120

欠損填補 ―

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
96 1,750 1,847 92 1,939

連結範囲の変動 △8

当期変動額合計 96 1,750 1,847 92 4,049

当期末残高 116 △4,786 △4,670 697 16,530
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当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 17,446 3,803 △293 △453 20,502

当期変動額

当期純利益 2,602 2,602

自己株式の取得 △7 △7

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 2,602 △7 2,595

当期末残高 17,446 3,803 2,309 △460 23,097

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 116 △4,786 △4,670 697 16,530

当期変動額

当期純利益 2,602

自己株式の取得 △7

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
1,028 3,554 4,582 △484 4,098

当期変動額合計 1,028 3,554 4,582 △484 6,693

当期末残高 1,144 △1,231 △87 213 23,224
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 323 2,914

減価償却費 1,222 1,925

減損損失 52 458

特別退職金 575 -

退職給付引当金の増減額（△は減少） △365 △151

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 △19

受取利息及び受取配当金 △43 △52

支払利息 218 209

持分法による投資損益（△は益） △30 △53

有形固定資産処分損益（△は益） 7 △59

投資有価証券評価損益（△は益） 43 -

投資有価証券売却損益（△は益） △65 △53

事業譲渡損益（△は益） △10 -

関係会社清算損益（△は益） - △9

売上債権の増減額（△は増加） 624 272

たな卸資産の増減額（△は増加） △120 △662

仕入債務の増減額（△は減少） 462 365

その他 △40 △1,127

小計 2,823 3,956

利息及び配当金の受取額 40 57

利息の支払額 △233 △213

特別退職金の支払額 △575 -

法人税等の支払額 △118 △283

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,937 3,516

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,761 △5,989

有形固定資産の売却による収入 228 104

無形固定資産の取得による支出 △125 △150

投資有価証券の売却による収入 120 96

子会社株式の取得による支出 - △919

その他 54 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,483 △6,820

東光株式会社（6801）平成25年12月期　決算短信

- 16 -



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △625 △2,167

長期借入れによる収入 - 8,000

長期借入金の返済による支出 △1,156 △686

転換社債型新株予約権付社債の発行による
収入

1,448 -

セール・アンド・割賦バック取引による収
入

485 -

リース債務の返済による支出 △81 △76

割賦債務の返済による支出 △511 △494

自己株式の取得による支出 △1 △7

株式の発行による収入 1,945 -

少数株主への配当金の支払額 △16 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,485 4,547

現金及び現金同等物に係る換算差額 627 1,154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,566 2,398

現金及び現金同等物の期首残高 6,591 8,127

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 107

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △31 -

現金及び現金同等物の期末残高 8,127 10,632
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

子会社のうち連結子会社は２２社あり、社名は以下の通りであります。なお、当第１四半期において東光クイッ

ク株式会社が清算結了したため、連結の範囲から外しており、当第３四半期より従来持分法適用会社であった北上

科技（珠海）有限公司を実質的に支配することとなったため、連結子会社として連結の範囲に含めております。

国内子会社

東光コイルテック(株)

光栄電子(株)

計 ２社

在外子会社

東光電子製造廠有限公司

TOKO AMERICA, INC.

華成電子股份有限公司

TOKO GERMANY GmbH

HUA SHIN ELECTRONIC PTE. LTD.

汕頭経済特区華建電子有限公司

TOKO ELECTRONIC (SARAWAK) SDN. BHD.

VIET SHIANG ELECTRONICS CO., LTD.

SEOUL TOKO CO.,LTD.

東光科技（上海外高橋保税区）有限公司

汕頭華鉅科技有限公司

珠海市東光電子有限公司

HENG YU INTERNATIONAL CO., LTD.

VIET HOA ELECTRONICS CO., LTD.

偉金有限公司

TOKO SINGAPORE PTE. LTD.

昇龍東光科技（深圳）有限公司

華龍東光科技 (深圳) 有限公司

東光電子（南昌）有限公司

北上科技(珠海)有限公司

計 ２０社

合計 ２２社
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２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した関連会社数

０社

(２)持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称

TOKO ELECTRONICS (THAILAND)CO.,LTD.

持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(連結損益計算書関係)

１．減損損失

当グループは、当期において以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当グループは、管理会計上の事業区分に基づきグルーピングを行っております。また、遊休資産については個別

の物件毎にグルーピングを行っております。

遊休資産について、同帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたし

ました。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は売却可能価額により算定してお

ります。

減損損失の内訳は、建物及び構築物34百万円、機械装置及び運搬具405百万円、工具、器具及び備品18百万円であ

ります。

セグメント 用途 種類 場所
減損額
(百万円)

コイル応用商品 遊休資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品

中国
マレーシア
ベトナム

388

固体商品 遊休資産
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品

中国 18

全社共通部門 遊休資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品

日本
中国
韓国

シンガポール

51

合計 458
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内関係会社は、企業年金基金制度及び退職一時金制度を採用しており、企業年金基金による

負担割合は60％であります。

その他の国内関係会社においては、主として退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

３．退職給付費用に関する事項

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当連結会計年度
(平成25年12月31日)

①退職給付債務 9,814 9,812 百万円

②年金資産 6,950 7,007

③退職給付引当金 2,296 2,183

④未認識過去勤務債務 △666 △552

⑤未認識数理計算上の差異 1,234 1,174

前連結会計年度
自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日

当連結会計年度
自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

①勤務費用 351 273 百万円

②利息費用 191 167

③期待運用収益 △143 △139

④未認識過去勤務債務 △75 △114

⑤数理計算上の差異の費用処理額 275 159

退職給付費用 599 346

前連結会計年度
自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日

当連結会計年度
自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

②割引率 1.75% 1.75%

③期待運用収益率 2.0% 2.0%

④過去勤務債務の額の処理年数 10年 10年

（平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法）

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年 10年

（平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法で、翌連結会計年度から費用処理）
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、グループ企業の協力をもとに事業活動を展開しておりま

す。

従って、当グループは商品別のセグメントから構成されており、「コイル応用商品」・「モジュール商品」及び「固

体商品」の３つを報告セグメントとしております。

コイル応用商品は、各種インダクタ、フィルタ等の製造販売をしております。

モジュール商品は、LF送信アンテナモジュール、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等の

製造販売をしております。

固体商品は、積層チップインダクタ、誘電体フィルタ、圧電セラミックス等の製造販売をしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及

び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日) （単位：百万円）

（注）１．調整額は以下の通りであります。

（１）セグメント資産の調整額11,127百万円には、各報告セグメントに属していない全社資産、現

金及び現金同等物等が含まれております。なお、報告セグメントに属していない全社資産等

に係る全社費用等の金額は、各報告セグメントの金額に按分しております。

（２）セグメント負債の調整額11,409百万円には、各報告セグメントに属していない全社負債及び

借入金等が含まれております。なお、報告セグメントに属していない全社負債等に係る全社

費用等の金額は、各報告セグメントの金額に按分しております。

（３）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額185百万円は、主に本社管理部門設備の増加

額等であります。

２．セグメント利益又は損失の合計は、連結財務諸表の営業利益と一致しております。

報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２）

コイル
応用商品

モジュール
商品

固体商品 小計

売上高

外部顧客への売上高 22,152 1,909 2,768 26,829 ― 26,829

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ― ―

計 22,152 1,909 2,768 26,829 ― 26,829

セグメント利益又は損失（△） 1,178 △124 180 1,234 ― 1,234

セグメント資産 20,647 1,059 3,261 24,968 11,127 36,095

セグメント負債 6,762 609 784 8,156 11,409 19,565

その他の項目

減価償却費 1,109 55 57 1,222 ― 1,222

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

2,595 32 44 2,671 185 2,857
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当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日) （単位：百万円）

（注）１．調整額は以下の通りであります。

（１）セグメント資産の調整額14,774百万円には、各報告セグメントに属していない全社資産、現

金及び現金同等物等が含まれております。なお、報告セグメントに属していない全社資産等

に係る全社費用等の金額は、各報告セグメントの金額に按分しております。

（２）セグメント負債の調整額16,680百万円には、各報告セグメントに属していない全社負債及び

借入金等が含まれております。なお、報告セグメントに属していない全社負債等に係る全社

費用等の金額は、各報告セグメントの金額に按分しております。

（３）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額208百万円は、主に本社管理部門設備の増加

額等であります。

２．セグメント利益又は損失の合計は、連結財務諸表の営業利益と一致しております。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

(関連情報)

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高 （単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２）コイル

応用商品
モジュール

商品
固体商品 小計

売上高

外部顧客への売上高 28,454 1,704 2,542 32,700 ― 32,700

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ― ―

計 28,454 1,704 2,542 32,700 ― 32,700

セグメント利益又は損失（△） 3,195 △235 396 3,356 ― 3,356

セグメント資産 30,107 977 3,405 34,491 14,774 49,265

セグメント負債 8,175 499 686 9,361 16,680 26,041

その他の項目

減価償却費 1,857 20 47 1,925 ― 1,925

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

4,979 16 3 5,000 208 5,209

日本 中国 アジア 米国 欧州 合計

5,474 10,963 6,371 2,586 1,432 26,829
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（２）有形固定資産 （単位：百万円）

３．主要な顧客に関する情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高 （単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（２）有形固定資産 （単位：百万円）

３．主要な顧客に関する情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

前連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

（単位：百万円）

当連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

（単位：百万円）

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。

日本 中国 ベトナム その他 合計

3,260 5,216 3,563 667 12,708

日本 中国 アジア 米国 欧州 合計

4,758 13,912 9,320 3,162 1,546 32,700

日本 中国 ベトナム その他 合計

3,998 8,219 6,116 704 19,040

コイル
応用商品

モジュール
商品

固体商品 全社・消去 合計

減損損失 18 27 1 4 52

コイル
応用商品

モジュール
商品

固体商品 全社・消去 合計

減損損失 388 ― 18 51 458
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(１株当たり情報)

(注)  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(重要な後発事象)

１． 資本業務提携の強化に関する変更合意書の締結について

株式会社村田製作所および東光株式会社は、平成25年２月13日に締結した資本業務提携の強化に関する合意書の

一部変更につきまして、平成26年２月13日開催のそれぞれの取締役会決議に基づき、資本業務提携の強化に関する

変更合意書を締結いたしました。

詳細につきましては、本日公表の「資本業務提携の強化に関する変更合意書の締結のお知らせ（平成25年2月13日

付「資本業務提携の強化に関する合意書締結のお知らせ」の一部変更に係るお知らせ）」をご参照ください。

項目
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり純資産額 148.29円 215.57円

１株当たり当期純利益金額 1.16円 24.38円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 1.10円 22.76円

項目
前連結会計年度

(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 120 2,602

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 120 2,602

普通株式の期中平均株式数(千株) 104,123 106,755

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 5,520 7,575

(うち転換社債型新株予約権付社債)(千株) (5,520) (7,575)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

― ―

項目
前連結会計年度

(平成24年12月31日)
当連結会計年度

(平成25年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 16,530 23,224

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 697 213

（うち少数株主持分(百万円)） (697) (213)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 15,832 23,010

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数(千株)

106,765 106,742
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２． 株式会社村田製作所による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明について

当社は、平成25年２月13日付「株式会社村田製作所および東光株式会社の資本業務提携の強化に関する合意書締

結のお知らせ」記載のとおり株式会社村田製作所との間で同日開催の両社の取締役会決議に基づき、「資本業務提

携の強化に関する合意書」を締結し、株式会社村田製作所は国内外の競争法に基づき必要な一定の手続および対応

等を終えること等を条件として公開買付者による当社普通株式に対する公開買付けを実施することを公表しており

ました。

今般、国内外の競争法に基づき本公開買付け前に必要な一定の手続および対応が完了したことを受けて、株式会

社村田製作所は、本資本業務提携合意書に定める本公開買付けの実施のための前提条件が充足されたことを確認

し、同社による当社の連結子会社化を目的として、本公開買付けを平成26年２月14日より開始することを決議した

とのことです。

当社は、平成26年２月13日開催の取締役会において、本公開買付けに関して賛同の意見を表明するとともに、株

主の皆様に応募を推奨することを決議いたしましたので、お知らせいたします。

なお、両社は、本公開買付けの成立後においても、当社の株式の上場を維持する方針を両社の共通認識としてお

ります。

詳細につきましては、本日公表の「株式会社村田製作所による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明の

お知らせ」をご参照ください。

(開示の省略)

連結貸借対照表注記事項、連結包括利益計算書注記事項、連結株主資本等変動計算書注記事項、連結キャッシュ・

フロー計算書注記事項、リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、税効果会計、賃貸等不動産に関する

注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。な

お、ストック・オプション、企業結合等、資産除去債務、関連当事者情報に関する注記事項については、該当事項は

ありません。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年12月31日)

当事業年度
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,899 3,821

受取手形 14 170

売掛金 5,911 6,298

商品及び製品 1,253 2,269

仕掛品 2 2

原材料及び貯蔵品 129 110

繰延税金資産 - 216

前払費用 56 61

関係会社短期貸付金 2,672 4,447

未収入金 274 174

その他 155 119

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 13,369 17,689

固定資産

有形固定資産

建物 6,781 6,603

減価償却累計額及び減損損失累
計額

△5,495 △5,364

建物（純額） 1,285 1,239

構築物 311 291

減価償却累計額及び減損損失累
計額

△283 △267

構築物（純額） 27 23

機械及び装置 3,828 3,936

減価償却累計額及び減損損失累
計額

△3,430 △3,342

機械及び装置（純額） 397 594

車両運搬具 2 2

減価償却累計額及び減損損失累
計額

△1 △1

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 3,226 3,040

減価償却累計額及び減損損失累
計額

△3,026 △2,792

工具、器具及び備品（純額） 199 248

土地 867 867

リース資産 420 417

減価償却累計額 △160 △207

リース資産（純額） 259 209

建設仮勘定 129 736

有形固定資産合計 3,168 3,919

無形固定資産

ソフトウエア 58 91

ソフトウエア仮勘定 134 257

水道施設利用権 4 3

無形固定資産合計 196 351
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年12月31日)

当事業年度
(平成25年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,081 2,487

関係会社株式 18,226 20,800

関係会社長期貸付金 827 1,766

長期前払費用 10 1

その他 76 114

貸倒引当金 △0 △0

関係会社投資損失引当金 △70 △70

投資その他の資産合計 20,151 25,100

固定資産合計 23,516 29,372

資産合計 36,885 47,061

負債の部

流動負債

支払手形 930 1,449

買掛金 1,955 2,744

短期借入金 5,364 3,705

1年内返済予定の長期借入金 678 1,991

リース債務 81 85

未払金 425 416

未払費用 280 361

未払法人税等 35 135

預り金 32 93

賞与引当金 47 82

事業譲渡損失引当金 288 288

繰延税金負債 3 -

その他 352 172

流動負債合計 10,477 11,527

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 1,500 1,500

長期借入金 1,980 8,022

リース債務 207 126

退職給付引当金 2,041 1,882

繰延税金負債 - 194

長期未払金 4 4

固定負債合計 5,733 11,730

負債合計 16,210 23,258

純資産の部

株主資本

資本金 17,446 17,446

資本剰余金

資本準備金 3,803 3,803

その他資本剰余金 - -

資本剰余金合計 3,803 3,803
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年12月31日)

当事業年度
(平成25年12月31日)

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △237 1,870

利益剰余金合計 △237 1,870

自己株式 △453 △460

株主資本合計 20,558 22,659

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 116 1,144

評価・換算差額等合計 116 1,144

純資産合計 20,675 23,803

負債純資産合計 36,885 47,061
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当事業年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

売上高 21,713 31,703

売上原価

製品期首たな卸高 871 1,253

当期製品製造原価 3,562 6,350

当期製品仕入高 14,448 20,018

合計 18,883 27,621

製品期末たな卸高 1,253 2,269

売上原価合計 17,630 25,351

売上総利益 4,083 6,352

販売費及び一般管理費

役員報酬 136 203

従業員給料及び手当 1,023 1,285

賞与引当金繰入額 14 29

退職給付引当金繰入額 220 104

業務委託費 689 785

運搬費 83 232

減価償却費 61 80

事務用消耗品費 60 104

研究開発費 793 813

特許権使用料 124 119

支払手数料 142 187

その他 502 561

販売費及び一般管理費合計 3,853 4,508

営業利益 230 1,843

営業外収益

受取利息 78 123

受取配当金 339 202

受取補償金 82 34

助成金収入 49 12

雑収入 10 22

営業外収益合計 560 394

営業外費用

支払利息 175 181

支払補償費 56 24

為替差損 86 116

海外源泉税 42 31

シンジケートローン手数料 - 59

新株発行費償却 54 -

社債発行費償却 51 -

雑損失 26 48

営業外費用合計 493 461

経常利益 297 1,776
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当事業年度
(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 32 0

投資有価証券売却益 70 53

子会社清算益 - 9

特別利益合計 103 63

特別損失

固定資産処分損 11 -

投資有価証券売却損 4 -

投資有価証券評価損 43 -

特別退職金 550 -

減損損失 19 50

特別損失合計 629 50

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △228 1,789

法人税、住民税及び事業税 8 92

法人税等調整額 - △411

法人税等合計 8 △318

当期純利益又は当期純損失（△） △237 2,107
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

その他

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 16,446 4,150 1,454 5,604 △2,801 △2,801

当期変動額

新株の発行 999 999 999

資本準備金の取崩 △1,346 1,346 ―

当期純損失（△） △237 △237

欠損填補 △2,801 △2,801 2,801 2,801

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 999 △346 △1,454 △1,801 2,564 2,564

当期末残高 17,446 3,803 ― 3,803 △237 △237

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △451 18,797 19 19 18,817

当期変動額

新株の発行 1,999 1,999

資本準備金の取崩

当期純損失（△） △237 △237

欠損填補 ― ―

自己株式の取得 △1 △1 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
96 96 96

当期変動額合計 △1 1,761 96 96 1,857

当期末残高 △453 20,558 116 116 20,675
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当事業年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

その他

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 17,446 3,803 ― 3,803 △237 △237

当期変動額

当期純利益 2,107 2,107

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― 2,107 2,107

当期末残高 17,446 3,803 ― 3,803 1,870 1,870

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △453 20,558 116 116 20,675

当期変動額

当期純利益 2,107 2,107

自己株式の取得 △7 △7 △7

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
1,028 1,028 1,028

当期変動額合計 △7 2,100 1,028 1,028 3,128

当期末残高 △460 22,659 1,144 1,144 23,803
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な後発事象)

１． 資本業務提携の強化に関する変更合意書の締結について

株式会社村田製作所および東光株式会社は、平成25年２月13日に締結した資本業務提携の強化に関する合意書の

一部変更につきまして、平成26年２月13日開催のそれぞれの取締役会決議に基づき、資本業務提携の強化に関する

変更合意書を締結いたしました。

詳細につきましては、本日公表の「資本業務提携の強化に関する変更合意書の締結のお知らせ（平成25年2月13日

付「資本業務提携の強化に関する合意書締結のお知らせ」の一部変更に係るお知らせ）」をご参照ください。

２． 株式会社村田製作所による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明について

当社は、平成25年２月13日付「株式会社村田製作所および東光株式会社の資本業務提携の強化に関する合意書締

結のお知らせ」記載のとおり株式会社村田製作所との間で同日開催の両社の取締役会決議に基づき、「資本業務提

携の強化に関する合意書」を締結し、株式会社村田製作所は国内外の競争法に基づき必要な一定の手続および対応

等を終えること等を条件として公開買付者による当社普通株式に対する公開買付けを実施することを公表しており

ました。

今般、国内外の競争法に基づき本公開買付け前に必要な一定の手続および対応が完了したことを受けて、株式会

社村田製作所は、本資本業務提携合意書に定める本公開買付けの実施のための前提条件が充足されたことを確認

し、同社による当社の連結子会社化を目的として、本公開買付けを平成26年２月14日より開始することを決議した

とのことです。

当社は、平成26年２月13日開催の取締役会において、本公開買付けに関して賛同の意見を表明するとともに、株

主の皆様に応募を推奨することを決議いたしましたので、お知らせいたします。

なお、両社は、本公開買付けの成立後においても、当社の株式の上場を維持する方針を両社の共通認識としてお

ります。

詳細につきましては、本日公表の「株式会社村田製作所による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明の

お知らせ」をご参照ください。
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６．その他

平成25年12月31日現在における当社の発行済株式総数は108,122,646株（うち単元未満株式は合計687,646株）、

当社が保有する自己株式数は1,380,575株（うち単元未満株式は575株）であります。従いまして、議決権総数は

106,055個であります。
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